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農協の組合員,地域住民の意思反映システム
――変化にどう対応するか――

〔要　　　旨〕

１．農協は従来から組合員や地域住民の意見や要望を把握し，それを事業や経営に反映させている
（以下，「意思反映システム」という）が，農協の創設期においては，意思反映システムは比較的均
質な組合員からなる集落組織を基盤としたものであった。そして現在も集落組織を基盤とした意
思反映ルートが組合員の意思反映の主要な部分を担っている。

２．しかし，意思反映システムをめぐる状況は大きく変化している。2000年度の准組合員比率は４
割を超え，また自給的農家と土地持ち非農家を合わせると正組合員戸数の４割に達しているなど
組合員は均質とはいえなくなっている。また，意思反映システムの基盤となってきた農業集落に
ついてみると，00年度の非農家率は９割まで上昇した。非農家率の上昇によって合意形成等の集
落機能が低下する一方，集落での合意形成は非農家も含めて行われることが多くなっている。合
併によって，農協管内の組合員はさらに多様化し，また顔見知りの職員の異動や組合員の拠り所
であった店舗の廃止などにより，既存の意思反映ルートの一部がなくなる，あるいは変化するケ
ースもある。

３．こうした変化のなかで，①地域住民も含めた利用者の多様化にどのように対応するか，②既存
の意思反映システムをどう再構築するかが課題となっている。

４．事例調査を中心に，これらの課題に対応している最近の農協の取組みを整理すると，利用者の
多様化への対応としては，正組合員中心のシステムでは基本的に排除されてきた女性や准組合員
を農協の意思反映システムに包含する動きがみられる。

５．意思反映システムの再構築に関しては，まず，集落組織を中心とした既存の意思反映ルートの
活性化に取り組む一方，モニターなどの仲介者の設置や利用者情報の農協による直接把握などの
取組みもみられる。
また，利害を同じくする均質なグループとそのニーズに対応した事業や地域ごとに意思決定を

行う，分権化も行われているが，これは異なる利害を持つグループを組織のなかに包含すること
によるマイナスの影響を避ける効果を持つと考えられる。
さらに，多様なニーズは農協全体として調整することが必要になるが，これは総代会(総会)，

理事会という正組合員が構成員の中心である機構による意思決定が基本である。ただし，正組合
員以外の層別組織の代表者も含む地域ごとの運営委員会が調整機能の一端を担うケースもみられ
る。また，農協全体としての方向性を判断する際の材料として，幅広い層に対するアンケートを
活用するケースもみられる。

６．農協法による農協の目的は「農業者」を基礎としたものであり，正組合員のみが共益権をもつ
という制度の枠組みのなかではあるが，事例調査，アンケート調査からは，各農協がそれぞれの
状況に応じた様々な工夫や取組みを行い，多様な意思反映システムを構築していることがうかが
えた。変化や多様化に対応するためには，各農協が最も適切な意思反映システムを作り上げてい
くことが必要であろう。
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協同組合は組合員による民主的運営を原

則としている。

農協は従来から組合員や地域住民の意見

や要望を把握し，それを事業や経営に反映

させている（以下，「意思反映システム」と

いう）が，これは農協の強みの一つであり，

今後についても厳しい環境のなかで農協が

生き残るための条件の一つと考えられる。

農協の創設期においては，比較的均質な

組合員からなる集落組織が農協の意思反映

システムの基盤であった。その後1960年代

以降作目別生産組織の組織化が進められた

ことから，集落組織による農業関連の意思

決定の比重は低下したものの，現段階にお

いても，集落組織を基盤とした意思反映ル

ートが組合員の意思決定の主要な部分を担

っている。

しかし，組合員の多様化，集落の変容，

そして合併等状況は大きく変化している。

この変化にどう対応するかが，農協の意思

反映システムにとって大きな課題であろう。

本稿はこうした問題意識のもとに，農協

に対するアンケート調査，聞き取り調査を

実施し，このような状況に対して，現段階

でどのような取組みが行われているかを整

理したものである。

組合員の多様化，集落の変容，合併はか

なり長期的な変化であるが，現時点でそれ

らの変化がどこまで進行しているかを確認

したい。

（１） 組合員の多様化

組合員の多様化として，ここでは組合員

に占める准組合員比率の上昇と正組合員の

多様化の２つを指摘したい。

まず，准組合員比率の上昇であるが，01

年度の正組合員数は521万人，准組合員は

387万人，准組合員比率は42 .6％であり，

准組合員が実に組合員全体の４割以上を占
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めている。この30年間で正組合員は約1割

減少，准組合員は３倍近くに増加し，准組

合員比率は2倍以上に上昇した。また，全

中「JAの活動に関する全国一斉調査」に

よれば，02年時点で准組合員比率が50％以

上の農協は全体の29.3％と約３割を占めて

いる。

なお，93年の全中前掲調査によれば，准

組合員の内訳は，正組合員の家族が15.3％，

元からの居住者で非農家が68.8％，地区外

からの転入者が9.6％を占め，准組合員と

いっても一様ではない。

また，農業経営とのかかわりという点に

おいて正組合員は均質ではなくなってい

る。専業農家と兼業農家という違いだけで

なく，兼業農家よりさらに農業とのかかわ

りの薄い自給的農家や土地持ち非農家の割

合が上昇している。00年度において総農家

312万戸に占める自給的農家78万戸の比率

は25.1％と約４分の１を占めており，また

00年度の正組合員戸数457万戸に対し，農

林水産省「世界農林業センサス」による農

家の定義に入らない小規模農地所有者であ

る，土地持ち非農家は109万戸と

約４分の１にあたる。この自給的

農家と土地持ち非農家を合わせる

と正組合員戸数の４割にあたる。

（２） 集落の変容

農協は農業集落を基盤として形

成され，意思反映システムも集落

を中心に組み立てられてきた。

農事実行組合，農家組合など

様々な名称で呼ばれる集落組織は，農家が

生産，生活の両面で共同する集落単位の農

家集団であるが，農協の協力組織という面

も持ち，農協と組合員との日常的な情報交

換の役割を担っている。

また集落単位やいくつかの集落を束ねた

単位で年１回から数回開催される集落座談

会は，農協の経営層が直接組合員に事業結

果及び事業計画を報告し，組合員からの意

見を聞く機会である。

さらに総代，理事の選出母体は集落，若

しくは集落をより細分化したグループであ

ることが多い。

全中調査によれば，組合員の意思反映に

相応しい組織として，集落組織を選んだ農

協は76.3％で最も多い（第１表）。

このように集落組織は農協の意思反映シ

ステムのなかで重要な役割を果たしてきた

が，都市化による非農家層の集落への流入と

農家数の減少，さらに高齢化や自給的農家の

比率の上昇という農家の質的な変化によって

集落及び集落組織は大きく変化している。

具体的には，まず非農家率の上昇があげ
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られる。前出「世界農林業センサス」によ

れば，農業集落の総世帯数に占める非農家

の割合は70年の54.3％から00年には89.3％

まで上昇した。これは単に都市部だけの現

象ではなく，平地，中間，山間の各農業地

域においても非農家の割合は７割前後まで

上昇した（第２表）。

また，集落における非農家率の上昇が集

落機能を低下させているとともに，非農家

も含めた全世帯によって集落の意思決定が

なされることが多くなった。

前出「世界農林業センサス」によれば，

集落組織（調査上の用語では「実行

組合」，本稿での集落組織とほぼ同義

と思われる）のない農業集落数の

割合は，70年の6.6％から00年には

20.9％に上昇した。このことは集

落における共同作業や合意形成機

能の衰退を表すものと考えられ

る。一方，集落におけるそれらの

機能が，非農家も含めたものとな

っている様子が第３表からうかが

える。

（３） 合併の影響

農林水産省『総合農協統計表』によれば，

01年度の1農協当たりの平均組合員数は

7,684人であり10年前の約３倍となった。

また02年には５農協で組合員数（准組合員

を含む）が５万人以上となるなど，合併に

よる大規模農協の誕生が目立っている。

合併は意思反映システムに大きく影響す

ると考えられる。93年の全中調査（「JAの

活動に関する全国一斉調査」）によれば，合

併後の課題として最も多くの農協

が挙げた項目は「組合員の意思反

映，JAとの意思疎通対策」（58.4％）

であった。

合併の影響としては，管内の広

域化に伴い，地縁的結びつきが弱

まって組合員相互の一体感が薄れ

るとともに，一層組合員が多様化

することが考えられる。

また職員，店舗，あるいは組合

員の代表者を介したこれまでの意
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思反映ルートが変化する可能

性もある。具体的には，①合

併農協間の人事異動や支店の

人員削減等により最寄りの店

舗には顔見知りの職員がいな

くなる，②組合員の拠り所で

あった店舗がなくなる，③組

合員総数に対する総代，理事

数の減少により一人一人の組

合員の声が経営にまで届きに

くくなるなどである。

本節では，アンケート結果と，

聞き取り調査による各農協の事例

を紹介し，これをもとに，次節で

意思反映システムについての課題

への対応を整理することとしたい。

（１） 意思反映システムの概要

当総研の「農協信用事業動向調

査」（調査時点02年11月，集計農協数

378）によれば，組合員や地域住民

の意見や要望の把握方法として最

も多くの農協が回答した項目は

「集落座談会」と「部会を通じて」

であり，それぞれ74.5％，次いで

「渉外担当者などが組合員宅訪問時

に把握」73.5％，「集落組織の組合

長会議」50.1％，「アンケートの実

施」30.5％であった。これらを通

じて把握した意見・要望の反映方法をみる

と，集落座談会やアンケートの実施の場合

にはその結果を役員会や組合長まで報告す
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る割合が高く，一方，部会や職員が組合員

訪問時に把握した意見・要望は関係部署ま

での情報となる割合が高い（第４表）。

また同調査で，組合員や地域住民の意

見・要望を農協の事業や経営に反映させる

ための取組みや工夫について，自由記入欄

への記載を取りまとめたものが第５表であ

る。

これらのアンケート結果と後述の聞き取

り調査，増田（2000）等を参考に，農協の

意思反映システムの概要を描いたのが第１

図である。農協で利用されている様々な意

思反映ルートを取り込んでおり，全農協が

図示したルートすべてを利用している訳で

はない。

農協における組合員，地域住民からの意

思反映システムとしては主に次の７つのル

ートが考えられる。

第１は，組合員の代表として総代や理事

等を選出し，総代会，

理事会，経営管理委員

会を通じて農協の運営

に参画するというルー

トである。

第２は，農事実行組

合，農家組合などと呼

ばれる集落組織からの

意見を，集落座談会等

を通じて把握するルー

トである。

第３は，生産者組織

や女性組織等機能別・

目的別組織を通じた意

思反映ルートである。

第４は，理事，集落組織や生産者組織等

機能別・利用者別組織の代表者及び地域住

民等を構成員とする支所別・地域別運営委

員会を通じたルートである。

第５は，農協と組合員・地域住民の間に，

組合員組織の代表者としてではなく，モニ

ターや事業協力委員などの仲介者を置くル

ートである。

第６は，農協の役職員が組合員と直接１

対１で接して意見を把握するルートであ

る。全職員が担当地区を持って，月１回に

組合員宅を訪問することがかなりの農協で

行われているようである。また，店舗窓口，

渉外活動や共済推進も様々な意見を把握す

る機会となっている。

第７は，アンケート，広報誌，農協のホ

ームページ，データベース等いろいろな情

報媒体を用いた意見・要望の把握である。
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（２） 個別農協の取組事例

次に個別農協における様々な取組みの事

例を紹介する。

Ａ農協――集落組織に准組合員を包含

A農協（正組合員３千人，准組合員数４千人）

は，南関東地方の農協であり，1963年に５

農協が合併して設立され，さらに66年の二

次合併により市一円の農協となり現在に至

っている。管内は首都圏のベットタウンで

あり，50年代からは企業進出が相次いだ。

当農協の集落組織は生産組合という名称

で，生産組合数は122，生産組合に所属して

いる組合員は７千人であり，生産組合には

准組合員も含む全組合員が所属している。

これは，新規住民の増大，混住化の進展，

准組合員の増大等によって生産組合が変容

し解体しかけている状況に対応して，農協

側から准組合員を包含した組織の再編をよ

びかけた結果である（鈴木博（1983）による）。

一方，組合員には農協に対する正しい認

識を期待するという方針に基づいて，准組

合員の出資金は最低６万円と比較的高額に

設定されている。また，准組合員になる場

合には生産組合長の承諾書を必要とする。

さらに，准組合員を対象に「新組合員の集

い」を開催し，農協の行っている事業や協

同活動を紹介している。

広報誌は准組合員を含めた全組合員に配

布し，集落座談会も年２回全組合員を対象

に実施するなど，准組合員を意思反映シス

テムに包含している。

准組合員を含め集落組織を再編し，准組

合員に対しても農協に対する理解を深める

よう積極的に働きかけたうえで，集落座談

会等により准組合員も含めた意思反映シス

テムを構築している事例である。

Ｂ農協――准組合員拡大で地域密着

B農協（正組合員９千人，准組合員８千人）

は，北陸地方にあり，98年に３農協が合併し

て発足し，01年にさらに１農協が加わり現在

に至っている。管内は豪雪地帯で，絹織物と

農業が基幹産業である。兼業農家の比率は９

割を超え，過疎化，高齢化が進んでいる。

過疎化，兼業化が進んでいるがゆえに地

域密着型の協同活動が必要として，農協は

｢地域協同組合｣であるという考えで事業を

進めてきた。

10数年前からローンの利用者を中心に准

組合員を拡大しており，現在では農協の正

組合員数と准組合員数はほぼ同数である。

ローンの返済が終わった後も引き続き准組

合員でありつづけるケースが多い。特に市

街地では准組合員数が正組合員数を大きく

上回っている。また，管内の世帯のうち農

協の組合員世帯が６～７割を占めている。

農家組合の構成員には准組合員も含まれ

ている。312の農家組合に１万４千戸が所

属し，うち農家戸数は８千戸であり，それ

ぞれ農協の総組合員戸数，正組合員戸数と

ほぼ一致する。これらの組合員全戸に農協

からの情報が届けられている。また，全組

合員を対象とした地区別組合員懇談会が02

年には30会場で開催された。農協からは決

算と事業計画を説明し，組合員からは農協
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全般についての質疑と意見が出された。

月に一度全職員が個別訪問を行う「一斉

外務」があるが，この対象には正組合員だ

けでなく准組合員，さらに員外も含めてい

る。さらに渉外活動においても担当者は地

域別で正組合員，准組合員，員外全体を対

象に活動している。

集落組織には准組合員が含まれており，

また組合員懇談会への参加，一斉外務や渉

外活動による職員との対話という意思反映

ルートについては，准組合員についても正

組合員と同様の利用が可能になっている。

Ｃ農協――准組合員の代議員会を含む利用者

別組織の階層化と横断組織

C農協（正組合員１万８千人，准組合員３

万人）は，00年に３農協が合併して発足し

た東海地方の農協である。

C農協の意思反映システムの特徴は，第

１に，集落組織及び女性部，年金友の会な

ど機能別・利用者別組織が，地区（農協の

経営管理組織では支店に対応），地域（同じ

く支店を統括する地域事業部に対応）及び本

部などの複数の段階に代表者の会議体をも

つという階層構造をもった意思反映ルート

があることと，また理事及びこれら各組織

の代表者が委員となった，地区ごとの地区

運営委員会と地域ごとの地域運営委員会と

いう横断的な意思反映ルートがあることで

ある。この横断組織は，異なる利用者層の

意見や要望を調整し，総合的に農協の運営

に反映することを目的としているとみられ
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第2図　Ｃ農協の組織活動�
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る（第２図）。

第２の特徴は，准組合員の代表からなる

代議員会を設置し，准組合員の農協運営に

対する要望・意見を発表する場としている

ことである。代議員には准組合員のうち農

協の金融事業，共済事業を利用する者のな

かから，農協側が依頼している。

実際に代議員となっているのは，管内に

以前から居住している，神主，住職，企業

経営者など地元の名士が多い。代議員会で

は，農協側から事業報告，事業計画が報告

され質疑ののち，懇親会が開催される。

懇親会は准組合員同士の仲間作りの場に

もなっており和気あいあいとした雰囲気で

あるという。

第３の特徴は，理事に女性理事3名と准

組合員理事１名が含まれていることであ

る。准組合員理事は地元企業経営者であり，

理事会では経営者の視点からの発言が重用

されている。

Ｄ農協――女性の参画と「組合員と語る夕べ」

D農協（正組合員９千人，准組合員４千人）

は，98年に５農協が合併して設立された東

山地方の農協である。同農協では次のよう

な取組みが注目される。

第１は組合員組織の見直しである。管内

に集落は約160か所，農家組合は295である。

農家組合は，①高齢化等で役員のなり手が

いない，②農協に頼まれれば動くが自主的

には動かない，③営農組合が発足して農家

組合の必要性がなくなってきた，④農業で

組合員組織をくくることが難しくなってき

たという状況にあり，これに対応して農協

では組合員組織の再構築を検討しており，

03年度に再構築計画をまとめ，04年度から

実施する予定である。

第２は，農協について自由に語り合う

｢組合員と語る夕べ｣の実施である。集落座

談会は毎年２月に事業計画の説明のために

集落ごとに実施しているが，これ以外に

「組合員と語る夕べ」を８～９月に集落ご

とに実施している。これは農協の事業につ

いて組合員と農協役職員が意見交換を行う

ものである。

最近の集落座談会と「組合員と語る夕べ」

への出席率は組合員戸数の約４割であり，

両者合わせて２千以上の意見が出された。

集まった意見は関係各部に回付され，組合

員に対しては回答書が渡されている。

第３は，女性の参画を積極的に勧めてい

ることである。00年度には４名の女性参与

が誕生しており，05年度には女性理事を置

くことを決定している。03年度には女性理

事を支える基盤として100名の女性総代が

誕生した。また，03年２月に行われた女性

参与と農協女性部支部長の懇談会では，女

性の農協経営への参画を進めるため，上述

の「組合員と語る夕べ」に女性部員が積極

的に出席することが決議された。

農協では女性の参画による農協の活性化

を期待している。同農協の広報誌で「農業

を担い，地域を担い，家庭を背負っている

女性こそ時代の立て役者である。その立て

役者なくして農協運動はありえない。女性

の農協運動参加によって新しい風，色，匂
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いが誕生する。それが次の世代につなぐ大

きな風となって，元気のある農業，農村，

JAが誕生していくと信じます。」と組合長

は語っている。

（注１）Ｄ農協「組合員組織再構築会議（設定）に
係る取り組み検討会意見まとめ」より抜粋

Ｅ農協――合併を機に全集落を対象に集落

座談会を開催

E農協（正組合員２万４千人，准組合員１

万７千人）は，01年に７農協が合併して設

立された。販売事業取扱高の９割が米とい

う北陸地方の農協である。

972の農家組合はほぼ集落に対応し，情

報連絡等の実際の活動にあたっては集落の

班組織を基盤としている。農家組合は正組

合員を構成員とするが，班には正組合員も

准組合員も員外も入っているため，農協か

らの情報や連絡を准組合員も含めて配布し

ている農家組合もある。

合併前には集落座談会を行っていなかっ

た農協もあるが，合併初年度末の１か月間

に管内の全集落を対象に585会場で集落座

談会を開催し，８千人が参加した。農協か

らは役員，支店長等が出席して業務報告，

中・長期計画及び業務計画を説明した。集

落座談会での組合員からの意見は，総務部

が中心となって集約し，担当部署と対応を

検討したのち，意見とその対応策を理事会

で報告し，またどのような対応をしたかを

組合員に報告する。集落座談会での主要な

意見・要望とそれに対する回答は広報誌に

掲載される。

また，集落座談会とは別に合併の５か月

後には「ふれあいトーク」を８会場で開催

した。農協側からは組合長または副組合長

と役員，部長等が参加した。当農協の広報

誌での組合長の挨拶には，「大規模組織な

るがゆえに組合員との意思疎通を充分に図

り『JAが遠くに行ってしまったのではな

いか』との心配が生まれないように，組合

員皆様の生の声を直接お聴きし経営に反映

していくために『JAふれあいトーク』を

開催いたしました。」とある。

Ｆ農協――組合員台帳，アンケートの活用

及び役職員と組合員との対話

F農協（正組合員数１万２千人，准組合員

数１万８千人）は，97年に６農協が合併して

発足した，南九州地方の農協である。管内

には都市部と農村部を含み，野菜，畜産を

中心に都市近郊型農業が展開されている。

管内に476の農事実行組合（正組合員のみ）

がある。集落座談会は総代会の前に年１回

開催され，農協から決算と次年度の業務計

画を報告する。出席率は30％前後で，出席

者は60歳代中心である。また，農事実行組

合による農業関連の活動は，稲作など全農

家に共通したもの以外は生産組合に移行し

ている。組合員組織としては，青年部，女

性部活動も盛んであり，両組織の代表３人

ずつが理事会の参与となっている。

こうした組合員組織を通じた意思反映ル

ートの利用以外に，以下のとおり，組合員

や地域住民の意向や情報を直接把握する取

組みが注目される。

第１は，組合員基本台帳やアンケートを
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活用して，組合員や地域住民の意見や要望

を中期計画など今後の戦略作成に反映させ

ていることである。

組合員基本台帳は，合併後これまで２回

の中期計画策定の都度，正組合員に記入を

依頼した。ここには農業経営，家族等の現

状だけでなく，３年後の作付計画，家畜飼

養頭数，今後の経営の拡大・維持・縮小意

向，今後の農地賃貸借や出荷先についての

意向などが記されている。組合員の会議で

の発言は総論のこともあり，各論すなわち

各組合員の意向とは異なる場合もあるとし

て，組合員基本台帳による積み上げ結果も

踏まえて，中期計画における地域営農振興

計画が策定された。

中期計画策定時にはアンケートも実施し

ており，「地域に貢献する農協」との本農

協の方針から，正組合員だけでなく准組合

員と地域住民も含めたアンケートとした。

目的は，組合員及び地域住民の満足度の向

上と農協のサービス向上である。

第２は，組合長，管理職から一般職員ま

でが組合員と直接対話する仕組みである。

年度初めには，組合長と常務理事及び営

農指導員が農事実行組合長や総代の地区代

表者の圃場を回って話をし，その後懇親会

を開催している。課長以上の管理職には農

家で３日間農作業を手伝い，夜は一杯飲ん

で農家の意見を聞くという農家実習があ

る。さらに全職員による集落巡回が月１回

行われている。
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Ｇ農協――農業でのリーダーシップにより

農家とのつながりを継続

G農協（正組合員４千人，准組合員１千人）

は，東海地方の農協であり，95年に５農協

が合併し発足した。管内は大都市に隣接す

る都市近郊農業地帯であり，都市化，兼業

化，混住化が著しい地域である。当農協の

事業総利益のうち信用事業が６割，共済事

業が３割と，信用・共済事業が収益の中心

である。

しかし，管内に多くの金融機関があり，

農業のつながりがなければ，組合員であって

も農協と取引する必要がなくなる。組合員と

のつながりを継続させるためにも地域の農業

を守ることが必要と農協では考え，集落営農

の実現には最近特に力を入れている。

混住化が進んでいるが，農事実行組合は

正組合員のみをメンバーとしており，農協

としても准組合員を増やすという方針はと

っていない。なお，正組合員のうち２割は

女性であり，これは農家の後継ぎが女性で

あった場合，婿をとっても正組合員資格は

娘に引き継ぐことが多いためである。

集落座談会は開催しておらず，総代会前

に旧農協単位で地区座談会が行われ，出席

するのは総代である。

一方，組合員組織以外の意思反映ルート

は多様である。

農業振興５か年計画の策定時には組合員

を対象にアンケートを実施した。籾殻発酵

堆肥化施設等の建設はそのアンケートの結

果を５か年計画に反映させたものである。

また毎月広報誌ができあがった直後の週



末には広報誌を持って全職員がそれぞれ担

当する組合員（准組合員を含む）を訪問す

る。そのときに得た情報は農協内に報告す

ることとなっている。

さらに広報誌のクロスワードパズルの応

募者ハガキに農協への意見も記入してもら

っており，それを広報誌で紹介している。

ホームページの掲示板も３年前から開設

しており，様々な人が農協に質問や意見を

寄せている。

Ｈ農協――地域密着型の事業展開をめざした

地域事業部制の導入とブロック運

営委員会による利用者の意思反映

H農協（正組合員１万４千人，准組合員１

万５千人）は山陽地方の農協であり，95年

に11農協の合併により設立された。管内に

は工業地帯も中山間地域も含む。

02年度から５ブロックによる地域事業部

制を導入した。地域事業部制導入の目的は

①独立採算制方式により店舗経営責任を明

示することで，生産性，収益性が高く競争

に強い体制を確立する，②地域的環境に適

した地域密着型事業展開により全店舗が画

一的でなく，地域にあった事業展開を実践

する，③現場第一主義による業務執行体制

の確立，すなわち利用者への機能強化を図

るため，権限委譲・要員配置等を現場中心

で行うことである。

地域事業部制導入の契機となったのは，

合併後に組合と組合員のつながりが遠くな

ることを懸念したことであり，組合員との

距離を縮め，ふれあいを意識した事業を行

うためには地域ごとの特性に対応すること

が必要と考えられた。

合併直後は旧農協の本所が基幹支所とな

り，旧農協の風土の違いがそのまま残って

いたが，97年には本所と支所を直接結びつ

けるための組織変更により農協全体での意

識統一を図った。その上で，02年度から地

域事業部制を導入し，ブロックの設定にあ

たっては旧農協の範囲ではなく地域特性の

違いに応じて線引きを行った。

さらに，地域の実情や組合員の意見を反

映した事業運営とするために，農協の理事，

総代代表，女性部，青年部，生産組合，農

事組合の各代表（市街地を含む１ブロックで

は消費者代表が運営委員となっている）をメ

ンバーとするブロック運営委員会を四半期

に一度開催している。

運営委員のメンバーの選任はブロックに

任せられており，また，委員会のテーマも

ブロックの実情に応じたものとしている。

また，地域特性の把握も含め様々な場面

で，信用，共済，経済事業の利用者情報を

一元的に管理する顧客情報管理システムが

活用されている。

Ｉ農協――金融事業モニターの設置による

窓口対応への評価

Ｉ農協（正組合員１万１千人，准組合員６

千人）は，東北地方の都市的農村の農協で

あり，94年に広域合併により設立された。

管内の７割が山林原野であり，山間・中山

間地帯は全国有数の多雨多雪地帯である。

平坦部は盆地的気候で果実をはじめ，米，
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花木など多様な農産物を取り扱っている。

集落組織や機能別組合員組織のほかに，

５つの地区ごとに運営委員会があり，その

構成員は，①地区の総代代表，②実行組合

代表，③生産組織の地区代表，④青年部支

部長，⑤女性部支部長である。

Ｉ農協の年間事業計画の議決までのプロ

セスをみると，計画原案は農協の職員が作

成し，それを理事会で検討したのち，青年

部，婦人部等を含む層別の代表者からなる

運営委員会が検討，さらに地区別総代協議

会で検討し，総代会で議決されるという手

順である。正組合員以外を含む運営委員会

が年間事業計画の検討プロセスに組み込ま

れ，組合の基本的な意思決定に参画してい

るといえるであろう。

Ｉ農協では，合併後に店舗機能の統廃合

を行った。支所は購買，販売を行わずに金

融共済専門とし，購買事業は購買専門店舗

に集中し，営農・販売・生活指導は営農生

活センターで行うこととなり，配送センタ

ーは一本化した。出張所は８か所中３か所

を廃止した。これまでは支所に営農指導員

がいたので，組合員が支所を訪問して営農

相談をしていたが，営農指導員が営農生活

センターに集中し，センターに営農相談コ

ーナーを設置したため，支所を訪れる組合

員は少なくなり，支所を核とした組合員と

のコミュニケーションは少なくなった。

こうしたなかで，金融事業の利用者モニ

ター制度を数年前に導入した。これは，旧

農協ごとに１名ずつ，計５名の利用者モニ

ターを配し，農協店舗を監視し，その評価

をモニター会議で話してもらうものであ

る。利用者モニターには，正組合員のうち

総代会の会長，実行組合長，総代連絡協議

会委員，職員OBなどが就任している。店

舗はどのようなものがよいのか，例えば銀

行のような窓口がよいのか，それとも農協

らしい親しみのある窓口がよいのか，利用

者の生の声を聞きたいというのがこの制度

のねらいである。

Ｊ農協――総合評価レポートで事業のバランス

や全体の方向性を確認

Ｊ農協（正組合員５千人，准組合員８千人）

は，90年に５農協が合併して誕生した，北

陸地方の農協である。

01年度から「総合評価レポート」の作成

を始めた。「総合評価レポート」は，①Ｊ農

協の経営理念と組合員参加に関する評価，

②顧客満足度に関する評価，③事業利用と

組織貢献に関する評価，④経営効率に関す

る評価，⑤発展性に関する評価，という5

つの評価指標からなり，①～③については，

総代，農家組合長，女性部，生産組合，准

組合員，地域住民，農協職員に対してアン
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ケートを実施し，それに基づいて評価を行

っている。④，⑤は財務諸表等の計数の目

標達成率等により評価を行っている。

「総合評価レポート」作成のねらいは，

農協の事業や活動が組合員をはじめ地域住

民にどのように受け止められているのかを

把握し，今後の取組みに生かすことである。

組合員，地域住民，職員など関係者が全体

として農協をどのようにみているかを把握

するのにはアンケートが望ましいこと，ま

た全体の方向性や各事業・活動のバランス

をみるためには点数に換算することが必要

であるという思いから，コープこうべ総合

評価委員会の「コープこうべ総合評価レポ

ート」を参考に作成された。

「総合評価レポート」の結果については，

集落座談会で報告され，組合員から「自分

の考えとは違うが，他の人がこう思ってい

るのかと興味深い。農協に親しみがわく」

などの反応があったという。

また，このレポートの結果を受け，要望

の強かったガソリン価格の引下げや生産資

材価格の設定の弾力化，農産物直売所の開

設など具体的な対応がなされている。

（１） 意思反映システムの課題

農協の意思反映システムにおける課題を

改めて整理すると，第１は組合員に地域住

民を含めた利用者の多様化やその変化にど

う対応するかということである。

利用者の多様化はニーズの多様化を招き，

また利用者間の利害の不一致にもつながる。

第２は，既存の意思反映システムの見直

しが必要になっているということである。

具体的には，従来から意思反映システム

の中心であった集落の変化にどう対応する

か，また合併の結果，最寄りの店舗に顔見

知りの職員がいなくなる，これまで地域の

組合員の拠り所であった店舗がなくなると

いう，意思反映ルートの一部がなくなる，

あるいは機能しなくなったことにどう対応

するかということである。さらに，多様な

利用者を抱えることによるマイナスの影響

をどう軽減させるかということも課題であ

る。

（２） 変化への対応状況

ａ　多様な利用者を意思反映システムへ包含

第１は，正組合員中心の意思反映システ

ムでは基本的に排除されてきた准組合員や

女性の意見や要望を反映させる仕組みづく

りが行われている。

まず，准組合員についてみてみよう。

約４割の農協では，集落組織が准組合員

も含むものになっている。前出の当総研

「農協信用事業動向調査」によれば，集落

組織が正組合員のみを対象とする農協は全

体の48.1％，正・准組合員両方を含む組織

がある農協は44.4％，正・准組合員の組織

が別々にある農協は1.3％であった。また

集落組織がないとの回答も4.8％あった。

また，利用者組織のメンバー化，集落座

談会，総会（総代会）への出席など准組合

員の農協経営への参画が様々なルートで，
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行われている（第６表）。

聞き取り調査を実施したA農協，B農協

では，集落組織に准組合員を包含しており，

集落座談会も全組合員を対象として実施し

ている。

またF農協とJ農協では，アンケートの

対象に正組合員だけでなく，准組合員と員

外も含めていた。

さらに，C農協では，准組合員代議員会

という名称で，准組合員の代表組織を作り，

理事に准組合員が１名選任されている。

一方，制度上の制約もあり准組合員が農

協の基本的な意思決定に参加することは難

しい。第７表にみられるとおり，

組合員に占める准組合員の割合は

43.0％だが，総代には含まれず，

理事も0.8％である。

次に女性についてみてみよう。

女性は女性部や集落座談会への

参加による意思反映ルートを主に

利用していると思われるが，准組

合員同様，農協の基本的な意思決

定への参画は遅れている。

女性の正組合員数に占める割合は14.2％

であるが，総代数に占める女性の割合は

2.5％，理事に占める割合は0.9％にとどま

っている（第７表）。女性は正組合員の家

族あるいは准組合員としても農協を利用し

ていることを考えれば，農協利用者である

女性が総代会，理事会に代表を送ることで

農協の基本的な意思決定に参画している割

合はかなり低いのが現状といえよう。

そうしたなかで，D農協のように，女性

総代を総代全体の約５分の１にあたる100

名とした事例もあり，女性の経営参画は端

緒についたといえるのではないか。

ｂ　意思反映システムの再構築

（a）集落をベースとした意思反映

ルートの活性化

合併により希薄化した組合員と農協との関

係をどう再構築するのかという課題に対し

て，集落を基盤とした意思反映ルートを改め

て活性化するという取組みもみられる。

E農協では，合併を機にこれまで集落座

農林金融2003・8
42 - 538

１，０３９�

１２５�
９５�
３４４�
２８９�
１８４�

６．７�

６．４�
６．３�
８．４�
６．２�
４．９�

２９．１�

２４．０�
１６．８�
２１．２�
３７．０�
４０．８�

４２．０�

２８．０�
３４．７�
３９．０�
５２．９�
４３．５�

１４．６�

１７．６�
１５．８�
１４．９�
１６．７�
８．２�

６５．８�

６７．２�
６５．３�
６６．８�
７１．３�
５４．９�

回
答
数（
実
数
）�

に
加
え
て
い
る�

経
営
管
理
委
員�

理
事
・
監
事
・�

�

い
る�

に
出
席
さ
せ
て�

総
会
（
総
代
会
）�

�

る�出
席
さ
せ
て
い�

集
落
座
談
会
に�

�

に
入
れ
て
い
る�

会
の
メ
ン
バ
ー�

事
業
運
営
委
員�

�

れ
て
い
る�

メ
ン
バ
ー
に
入�

利
用
者
組
織
の�

�

第6表　准組合員の農協運営への参画状況�
　　　　　　  （複数回答,構成比）�

（単位　組合数，％）�

資料,（注）とも第１表に同じ。�
�

合計�

特定市�
中核都市�
都市的農村�
農村�
過疎地域�

８，８３３，２９１�
５，１５３，０８７�
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２１，２２１�
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うち�
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第7表　組合員，総代，役員に占める女性の割合等�
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実
数�

構
成
比�



談会を開催していなかった旧農協管内も含

め，全集落で集落座談会を実施した。また

集落座談会を活性化するための様々な工夫

も行っている。

第１は，集落座談会を組合員が参加しや

すい家の近くの会場で実施し，かつ少人数

の座談会として参加者から意見がでやすい

ものとしている。

第２は，集落座談会だけでなく，「ふれ

あいトーク」と題して，テーマを設けず農

協についての自由な意見交換のための座談

会を実施していることである。

第３は，集落座談会での質疑応答を広報

誌等で組合員に報告し，さらに意見を農協

の事業や経営に反映したことを報告してい

ることである。

（b）利用者情報を直接把握

また，組合員及び地域住民の個別の情報

を農協が直接把握するということも行われ

ている。

多くの農協で全職員による組合員等の訪

問が月１回程度行われている。訪問の際には，

広報誌などを職員が持参し，組合員との対

話のなかで農協への希望を把握している。

それに加えて，F農協では，農協組合長

が年１回実行組合長や総代の地区代表者の

圃場を巡回し，話を聞いている。また。管

理職は農家実習も行っている。

アンケートや組合員台帳，利用者情報デ

ータベースなどの紙ベースや電子的な情報

も活用されている。

同じくF農協では，中期計画策定の際に

組合員台帳の更新とアンケートを実施し，

計画策定の参考としている。G農協では，広

報誌のクイズ応募用紙への農協へのコメン

トやホームページの掲示板を通じて幅広い

利用者からの意見を把握している。H農協

では信用・共済・経済事業の利用者情報の

データベースを様々な場面で活用している。

（c）農協と組合員との仲介者

総代，理事，集落組合長などの組織代表

を中心に，農協と組合員との間には様々な

仲介者が存在しているが，Ｉ農協で金融事

業の利用者モニターを正組合員に依頼して

いるように新たに仲介者を設定する農協の

事例もみられる。

ｃ　多様な意思をどのように反映させるか

（a）意思決定の分権化

異なる利害を持つグループが一つの組織

内にある場合には，利害関係の対立や内部

調整にかかるコストが増大する可能性があ

る。そうしたグループ間の利害対立による

マイナスの影響を緩和するためには，意思

決定をなるべく均質なグループ，あるいは

そのニーズに合わせた事業ごとに行うこと

が必要となる。

H農協は，地域事業部制を導入し，ブロ

ック単位での分権化を行っているが，これ

は利用者のニーズを地域という単位でまと

めたものといえよう。これ以外にも，作目

別生産者組織，女性部などのグループに対

応して意見や要望の把握とその反映を行う

分権化は，従来から多数の農協で行われて
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いると考えられる。

（b）多様なニーズの調整過程

農協が一つの組織である限り意思決定の

徹底的な分権化はできない。農協全体とし

ては，資本，人間，資産等限られた資源を，

多様なニーズに対応して分配する必要があ

り，異なるニーズへの対応を調整すること

が必要になる。また，一つの組織として方

向性を定めることも重要であろう。

このための調整はいくつかの段階で行わ

れていると考えられる。

まず，農協の最も基本的な意思決定機関

は総会，総代会である。また日常的な業務

執行にかかる意思決定は理事会や組合長等

の経営層によって行われている。これらの

意思決定には当然異なるニーズの調整が含

まれている。

農協の場合，共益権は正組合員のみが持

っており，総会，総代会での議決権行使は

正組合員に限られる。理事は３分の２が正

組合員でなくてはならず，経営管理委員は

４分の３が正組合員でなくてはならない。

02年時点で理事の99％を正組合員が占めて

いる。したがって基本的な意思決定や業務

執行過程での調整は正組合員を中心に行わ

れているといってよいであろう。

ただし，Ｉ農協では，年間事業計画の作

成過程に青年部，婦人部等の代表者を含む

運営委員会での検討が行われており，調整

のプロセスに組み込まれている。

また，C農協では理事等正組合員の代表

に加え機能別・利用者別組織の代表者を構

成員とする運営委員会を地区及び地域ごと

に設けている。ここでは，異なる層の代表

者による会議体が「地域の特性を生かし，

組合員をはじめ農協事業利用者各層別の意

見や要望を反映した農協運営を実現するた

めの運営組織」として機能しており，組合

員間の利害調整も行われている。

（c）ニーズ調整や意思決定の判断材料

多様なニーズを調整し，農協全体として

の意思決定をする際の判断材料となるもの

は何か。

それぞれのニーズを反映することによっ

て得られる便益とそれによるコストの比較

であろう。そのための情報としては，まず

財務情報が考えられる。例えば正組合員か

らの営農指導への期待が強い場合，それに

よって営農指導事業の赤字が拡大すること

を明確化し，便益とコストを比較すること

が必要である。部門別損益の情報も必要と

なろう。また集出荷施設等の建設というニ

ーズについては，場所別損益の予測が判断

材料となろう。

また，事業間のバランスや総合的な方向

性を財務情報以外のデータから確認するこ

とも必要であろう。

Ｊ農協では，財務情報による事業経営の

評価に加え，協同組合理念に基づく活動の

成果についての組合員，地域住民，職員に

よる農協への評価を含めて「総合評価レポ

ート」を作成している。
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最近の農協の取組みを改めて整理する

と，利用者の多様化への対応としては，准

組合員や女性を農協の意思反映システムに

包含する動きがみられる。また意思反映シ

ステムの再構築に関しては，まず，集落組

織を中心とした既存の意思反映ルートの活

性化に取り組む一方，新たな意思反映ルー

トを活用する動きもある。利害を同じくす

る均質なグループとそのニーズに対応した

事業や地域ごとに意思決定を行う分権化も

行われている。さらに，多様なニーズを農

協全体として調整することは正組合員中心

に行われているが，正組合員以外の機能

別・利用者別組織の代表者や地域住民も含

む支店別・地域別運営委員会が調整機能の

一端を担うケースもみられる。

また，前述のとおり，個々の農協がその

状況と変化に対応して様々な工夫をし，課

題に取り組んでいる。利用者が多様化して

いる以上に，農協の置かれた状況は多様で

あるといってよいであろう。農林水産省

『総合農協統計表』によれば，01年度にお

ける北海道の１正組合員当たりの販売事業

取扱高が901万円に対して，大阪では８万

円である。これは府県全体の合計値である

ので，個々の農協をみればその差はさらに

拡大しよう。状況の多様性に応じて各農協

が最も適切な意思反映システムを作りあげ

ていくことが望ましい方向性ではないだろ

うか。

最後に今回の調査の限界と残された課題

について付け加えたい。

第１に，本稿は主として農協を対象にし

たアンケートと聞き取り調査の結果に基づ

いたものである。組合員や地域住民が農協

の意思反映システムをどのように評価し，

何を必要としているかを把握することは，

今後の調査課題としたい。

第２に，本稿は現在農協で行われている

様々な工夫を紹介しつつ，課題への対応を

整理した。したがって，現行の制度の枠組

みを前提としたものである。

しかしながら，多様な利用者とそのニー

ズを農協全体としてどう調整していくかと

いうことは，突き詰めれば農協法に規定さ

れた農協の目的や共益権にもかかわる問題

であろう。また，異なる利害を持つグルー

プ間の内部調整にかかるコストを増大させ

ないという観点からは，農協の組織形態の

あり方についても検討する必要があろう。
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